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I．背景・目的 

２０３０年を目標年度とする乗用車の燃費基準は、第５次エネルギー基本計画（次世代自動車の

新車販売台数に占める割合を２０３０年までに５割から７割とする）等を考慮し策定された。また、

新たに燃費規制の対象とした電気自動車等は２０％の普及割合を考慮し、クリーンディーゼル自動

車については普及割合を５％として、燃費基準を策定されたところである。燃費基準は、その規制の

達成判定を企業別平均燃費で行うため、各製造事業者等には各々の経営戦略や技術戦略に応じて燃

費基準を達成すればよく、次世代自動車の普及割合を達成することを要求していない。 
一方で、次世代自動車が普及することは、燃費向上に大きく資するものであるため、次世代自動

車の普及割合が向上することは重要である。総合資源エネルギー調査会省エネルギー・新エネルギー

分科会省エネルギー小委員会自動車判断基準ワーキンググループの乗用自動車燃費基準の取りまと

め（２０１９年６月２５日）では、「２０２０ 年度燃費基準の達成状況、電気自動車及びプラグイン

ハイブリッド自動車等の燃費性能に優れた自動車に対する国民の理解の進展や国内外における普及

状況等を踏まえて中間評価を行い、例えば目標年度前のエネルギー消費効率の改善分の達成判定に

おける評価等、追加的な考慮事項の必要性について検討することとなっており、これらの検討にあた

っては、諸外国の事例等も踏まえ、乗用車全体のエネルギー消費効率の向上を促進するものとなるよ

う留意すること。」とされている。 
本事業では、国内外における次世代自動車等の普及状況を把握するため、主要な自動車市場にお

ける、次世代自動車の普及政策や新車販売台数に占める次世代自動車の販売台数について、電気自動

車やプラグインハイブリッド自動車に重点をおいて調査を実施した。 
 
なお、本調査では、自動車販売台数および電気自動車の販売台数に着目し、主たる調査対象を日

本、米国（カリフォルニア州含む）、ドイツ、フランス、ノルウェー、中国とした。また、我が国の

トップランナー制度に関する示唆を得る観点から、次世代自動車のうち、電気自動車およびプラグイ

ンハイブリッド自動車を主たる対象とし、本調査では電気自動車とプラグインハイブリッド自動車

を併せて「電気自動車等」と呼んでいる。 
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Off-cycle technology 
Maximum per-vehicle credits（g/mi） 

Cars Light trucks 
Active 
aerodynamics 

Grill shutters 
Ride height adjustment 

0.9 
0.9 

1.6 
1.6 

Thermal 
control 

Passive cabin ventilation 
Active cabin ventilation 
Active seat ventilation 
Glass or glazing 
Solar reflective surface coating 

1.7 
2.1 
1.0 
2.9 
0.4 

2.3 
2.8 
1.3 
3.9 
0.5 

Powertrain 
warm-up 

Active engine warm-up 
Active transmission warm-up 

1.5 
1.5 

3.2 
3.2 

Other Engine idle stop 
High efficiency exterior lights 
Waste heat recovery 
Solar panel(s) 

2.5 
1.0 
0.7 
3.3 

4.4 
1.0 
0.7 
3.3 

Off-menu Electric heater circulation pump 
Variable crankcase suction compressor 

1.6 
1.4 

- 
1.4 

Source: U.S.EPA 
a) Active aerodynamics scaled to a 5% drag reduction. 
b) Thermal control technologies combined are limited to a maximum of 3.0g/ml for cars, 4.3g/ml for light trucks; 
reported credits are for model year 2015, the latest data available for this category. 
c) These technologies have been granted credit based on General Motor’s petitions to the EPA; these are the 
maximum credit value achieved, but higher value are possible 
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Improved condensers and/or evaporators with system analysis on the 
component(s) indicating a coefficient of performance improvement for the 
system of greater than10% when compared to previous industry standard 
designs). 

1.0 1.4 

Oil separator. The manufacturer must submit an engineering analysis 
demonstrating the increased improvement of the system relative to the 
baseline design, where the baseline component for comparison is the 
version which a manufacturer most recently had in production on the 
same vehicle design or in a similar or related vehicle model. The 
characteristics of the baseline component shall be compared to the new 
component to demonstrate the improvement. 

0.5 0.7 

 
 

 オフサイクルクレジットが認められる技術と取得できるクレジット量は下表のとおり。 

Off-Cycle Technology Passenger 
Cars (g/mi) 

Light-Duty Truck and 
Medium-Duty Passenger 

Vehicles (g/mi) 

Minimum Total 
Percent of U.S. 
Production (%) 

Active aerodynamics 0.6 1.0 10 
High efficiency exterior lighting 1.1 1.1 10 
Engine heat recovery 0.7 per 100W of capacity 0.7 per 100W of capacity 10 
Engine start-stop (idle-off) 2.9 4.5 10 
Active transmission warm-up 1.8 1.8 10 
Active engine warm-up 1.8 1.8 10 
Electric heater circulation pump 1.0 1.5 n/a 
Solar roof panels 3.0 3.0 n/a 
Thermal control ≦3.0 ≦4.3 n/a 

 
 
 

 オフサイクルクレジットのうち、熱管理技術については下表のとおり。 
取得できるクレジット量は、乗用車が 3.0ｇ/マイル、トラックが 4.3g/マイルが上限。 
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図 III-11 ノルウェーにおける自動車保有コスト 

（出典）ICCT「Comparison of Leading Electric Vehicle Policy and Development in Europe」(2016)より 
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図 III-12 ドイツにおける自動車保有コスト 

（出典）ICCT「Comparison of Leading Electric Vehicle Policy and Development in Europe」(2016)より 

 

 
図 III-13 フランスにおける自動車保有コスト 

（出典）ICCT「Comparison of Leading Electric Vehicle Policy and Development in Europe」(2016)より 
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2020 年においてもノルウェーの免税措置は継続しており、電気自動車等の方が自動車保有コスト

は低いままと推測される。また、コロナ禍の影響を受けてドイツやフランスは電気自動車等への補助

金を拡充しており、車両本体価格の低減を通じて、ガソリン車との価格差を低減させようとしている

姿勢が推察される。例えば、現状のドイツ・フランスでの補助金をそれぞれ€9000、€6000 と仮定し、

補助金額以外の条件が図 III-12 や図 III-13 の条件と同一と仮定すると、電気自動車とガソリン車の

価格差が逆転している可能性もあり、2020 年で両国において電気自動車等の需要が急増した理由の

一つとして考えられる。 
なお、電気自動車等シェアが高いノルウェーにおいて、その購入者に電気自動車を購入する際の重

要なインセンティブについて尋ねたアンケートによれば、「購入時の付加価値税（VAT）の免税

（Exemption from VAT）」、「通行料の免除（Exemption from road toll）」、「購入時の免税（No 
Purchase taxes）」による効果が最も重視されており、やはり初期コストの低減が購入者に訴求して

いる結果となっている。その他、道路税の減免（Low annual road tax）、電力料金の低減（Low 
electricity cost）などが続いている。 
また、先述の通り、中国の販売台数が多い電気自動車の上位３車種のうち、２車種は車体価格が非

常に安くなっていることからも、保有に関するコストが大きな要因となっていることが推察される。 
 

 
図 III-14 ノルウェーEV 購入者のアンケート結果（EV 購入時の重要なインセンティブ） 

（出典）Norwegian Electric Vehicle Association「Charging infrastructure experiences in Norway – the 

wolrds most advanced EV market」より 
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察することは難しく、例えばバスレーンの走行許可にしても、各国の道路渋滞事情によってユーザー

への訴求力は変わってくるであろうし、利用時の金銭的な優遇措置についても、各国ユーザーによる

電気自動車等の利用実態（例：有料道路に支払っている金額の違い、ユーザーが主に充電する場所

（自宅／公共）の違いなど）に応じて効果が変わってくると考えられる。 
 
 

 
図 III-15 ノルウェーでの電気自動車販売台数に関する普及施策の見込み効果 

（出典）Institute of Transport Economics Norwegian Centre for Transport Research「E-Vehicle policies 

and incentives – assessment and recommendations」より 
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IV．その他：電気自動車等の今後の普及動向に影響し得る要素の調査 

1 蓄電池に関わる研究開発の動向等 

調査目的 

これまでの調査結果より、電気自動車等の普及拡大に向けて車両保有コストが大きな影響を持つ

ことが示唆されているため、本章では電気自動車等の車両本体価格に影響が大きい蓄電池について、

その研究開発動向等の概況を整理した。 
 

蓄電池に関わる研究開発の概況 

蓄電池に関わる論文数・特許数の状況 
蓄電池の研究開発に関する各国の注力度合いや注力分野に関する示唆を得るため、まずは論文数

と特許数に着目して情報収集を行った。 
論文数の観点では、国立研究開発法人科学技術振興機構が蓄電池関連の重要な研究領域と、各研究

領域の核となるコアペーパー（CP）の国別数を整理している（表 IV-1）。蓄電池関連の重要な研究

領域として 13 個が特定されており、そのうち 9 個がリチウムイオン電池に関する領域となっている

ことから、依然としてリチウムイオン電池の研究開発が重視されていることが分かる。リチウムイオ

ン電池以外では、水性亜鉛電池、Na イオン電池、空気亜鉛電池が挙げられており、車載用次世代電

池の候補になり得ると考えられる。コアペーパーの数では中国が非常に多く、次いで米国が多くなっ

ており、両国が本分野を牽引していることが推察される。他方、日本は表中に表れておらず、（研究

していても論文を公開していない可能性や日本語で公開しているために被引用回数が伸びにくいな

どの可能性もあるが）コアペーパー数の観点からは、米中に後れを取っている状況である。また、同

調査には研究論文数の推移も併せて提示してあるが（図 IV-1）、やはり中国や米国の存在感が大きい

結果となっている。 
特許数の観点では、2018 年 2 月に特許庁が「特許出願技術動向調査報告書」を公開しており、リ

チウムイオン電池に関する世界の特許出願状況を整理している。日本国籍を有する出願人からの出

願数が最多となっており（図 IV-2）、同様に出願数を企業別に集計した場合でも日本企業が上位の多

くを占めていることが分かる（図 IV-3）。論文数では日本が少なく、特許数では日本が多かった点か

ら鑑みるに、開発済～近い将来に確立される技術については日本に強みがあるものの、将来的な技術

開発については、米中が進んでいる可能性が示されている。ただし、日系自動車メーカーのニュース

リリース等においては全固体電池や全樹脂電池などに関する取組が言及されており、前述の通り、論

文として公開していない可能性や、英語論文として公開していない可能性も想定される。 
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表 IV-1 蓄電池に関する重要領域とその核となるコアペーパーの数 

 
（出典）科学技術振興機構「論文数動向に着目したモビリティ／水素に関する研究開発動向」より 
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図 IV-1 リチウムイオン電池／次世代電池に関する研究論文の推移と累積数 

（出典）科学技術振興機構「論文数動向に着目したモビリティ／水素に関する研究開発動向」より 
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図 IV-2 リチウムイオン電池に関する特許出願人の国籍（日米欧中韓への出願） 

（出典）特許庁「平成 29 年度特許出願技術動向調査報告書（概要） リチウム二次電池」より 
 

 
図 IV-3 リチウムイオン電池に関する特許出願人の上位２０社（日米欧中韓への出願） 

（出典）特許庁「平成 29 年度特許出願技術動向調査報告書（概要） リチウム二次電池」より 
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また、今後は電気自動車等の増加に伴って、充電器の数も増加し、充電器によるエネルギー消費

（エネルギーロス）も大きくなっていくことが予想される。他方、省エネ法の観点からは、機器の数

が多くなり、当該機器によるエネルギー消費量も大きくなる場合、トップランナー制度の特定機器に

該当する可能性も出てくる。そこで、特定機器への該当可能性を考察するため、仮に 2030 年の乗用

車販売台数のうち 30%分が電気自動車になるとした場合（次世代自動車戦略 2010）の充電器数を試

算することとした。 
現状の乗用車販売台数が 2030 年まで一定と仮定し、その 30%が電気自動車になる場合、2030 年

時点では年間で約 110 万台の電気自動車が販売されることになる。2020 年時点の電気自動車の販売

台数を基準として、そこから等差数列的に 2030 年までに電気自動車の販売台数が増えていくとした

場合、2020 年から 2030 年までの累計で約 630 万台の電気自動車が販売されることとなり、それら

を賄う充電器数が必要になる。仮に、現在のノルウェーにおける充電器の割合（電気自動車 1 台当た

りの充電器数）と同じ割合が日本でも求められると仮定した場合、2030 年時点で必要な充電器数は

約 18 万基と試算されることになる。 
トップランナー制度の特定機器の閾値の目安として、「国内に 100 万台」が示されていることから

考えると、充電器の数が増えたとしても、特定機器の基準には達しないであろうと想定される。また、

同じく特定機器の目安として「機器の効率改善が見込まれること」という点も含まれるが、現状の充

電器は既に充放電効率が 90%を超える 3ため（急速充電の場合）、効率向上の余地もさほど大きくな

いと考えられる。従って、充電器は特定機器の候補になりにくいと考えられる。 
 

将来的な普及拡大に向けて開発が進められている充電方式 
電気自動車への充電等の方法は４種類に大別される。プラグイン方式以外のいずれの方式も車載

電池の搭載量の削減に貢献するため、車両本体価格が下がり、電気自動車の普及拡大に資すると考え

られている。 
ただし、下表に示されているように、プラグイン方式以外の充電方法は研究・実証が進められてい

る状況であり、すぐに大量に普及するのは難しい状況にある。また、プラグイン方式よりも大きなイ

ンフラ敷設を伴うため、インフラ導入コストと電池搭載コストとを比較しながら検討を進めていく

必要がある。適切な充電方式を見極めたうえで、それにあった自動車開発を進めることが重要ではあ

るものの、二酸化炭素排出量削減が喫緊の課題となっていることもあり、まずはプラグイン方式の電

気自動車を普及させつつ、実証等を通じてそれぞれの充電方式のメリット／デメリットが整理され

てきた段階で、改めて充電方式に適した車両を普及させていくことが望ましいと考えられる。 
 

  

                                                   
3 国内の急速充電ではチャデモ規格が採用されており、チャデモ協議会はチャデモ充電器が満たすべき

仕様として、「変換効率 90%以上」を定めている。 
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3 電気自動車等に特有な利用価値 

調査目的 

現状、電気自動車等は車両本体価格が高く、（各種前提条件の設定に依存するものの）コストメリ

ットの観点からガソリン車などの既存自動車を上回ることは難しい。他方で、電気自動車等は環境面

での優位性をはじめ、搭載している蓄電池を利用した付加的な価値を生み出すことが可能である。

2020 年に経済産業省・電動車活用社会推進協議会によって策定された「電動車活用促進ガイドブッ

ク」では、電動車（主に電気自動車、プラグインハイブリッド自動車、燃料電池自動車を想定）に特

有な価値として「環境面の価値」「モビリティとしての価値」「エネルギーインフラとしての価値」を

規定し、特にこれまで見落とされがちだった電動車の価値として「エネルギーインフラとしての価

値」を挙げている。そこで本調査では、ユーザーに対する新たな訴求点の創出に繋がり得るエネルギ

ーインフラとしての価値に着目した調査を実施した。 
 

 
図 IV-5 電動車が生み出す３つの主な価値 

（出典）経済産業省自動車課／電動車活用社会推進協議会「電動車活用促進ガイドブック」より 
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電気自動車等によるエネルギーインフラとしての価値 

V2X の概要 
蓄電池に充電している電力を取り出して住居・家電や系統などへ電力供給できる点が電気自動車

等の大きな特徴である。その電力の供給先によって呼称が異なり、負荷（家電など）に供給する場合

に V2L（Vehicle to Load）、家に供給する場合に V2H（Vehicle to Home）、ビルに供給する場合に 
V2B（Vehicle to Building）、系統（グリッド）に供給する場合に V2G（Vehicle to Grid）と呼ばれ

ており、それらを総称して V2X と呼ばれている。 

 

図 IV-6 V2X の概要 

（出典）経済産業省自動車課／電動車活用社会推進協議会「電動車活用促進ガイドブック」より 
 

 
 
V2X のいずれの場合でも電力レジリエンスの強靭化に貢献し、例えば「電動車活用促進ガイドブ

ック」では、2019 年の千葉台風や 2018 年の北海道胆振東部地震において V2L や V2H が活用され、

災害時においてもユーザーが電力を利用できた点が報告されている。また、平常時においても、安価

な深夜電力を蓄電池に充電しその電力を昼間に家庭やビルで活用すれば、電力料金の低減に繋がる

可能性があり（主に V2H や V2B）、V2G では電力会社の要請に応じてグリッドに電力を供給したユ

ーザーはその報酬を受け取れる形になるため、新たな収入源の一つとなり得る可能性を含んでいる。 
 

V2X の普及拡大に向けた課題等 
電気自動車等から電力を供給する先の電力需要が大きくなるほど制御する対象が増えるため、V2L、

V2H、V2B、V2G の順に技術的なハードルが高い。実際、V2L や V2H は既に商品化が進んでいる

ものの（日本でも V2L や V2H は「クリーンエネルギー自動車補助金」において補助対象となって

いる）、V2B や V2G などはまだ実証中～商品化の段階である。特に V2G は世界中で電力会社や自動

車会社を中心に実証が進められている段階となっており、欧州を中心として、北米やアジアでの実証

が盛んである。 
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4 電気自動車等のユーザーに対する ESG の観点からの評価 

調査目的 

近年、ESG 投資が拡大しつつあり、日本政府も「環境と成長の好循環」として ESG 投資の呼び込

みを目指している。そうした中、企業は E（Environment）・S（Social）・G（Governance）それぞ

れの観点から情報を開示するよう求められており、情報開示に関連したフレームワークも各種存在

しているところである。企業は、各種フレームワークを参照しつつ、自社の ESG それぞれの状況を

情報公開し、それを投資家や格付機関等が評価している状況である。 
電気自動車等については、その環境性能の高さが大きな特徴の一つであり、ESG の E の観点と親

和性が高い。そこで本調査では、電気自動車等を購入したユーザーが ESG の観点からどのように評

価されているか調査することにした。 
 
ESG の観点からの評価 

電気自動車等のユーザーに対する ESG の観点からの評価（電気自動車等を購入しているユーザー

が ESG の観点からプラスに評価されているか）に着目し、情報開示に関する代表的なフレームワー

クや格付会社の評価基準等を調査した。例えば、TCFD4では自動車の製造事業者に対して、排出削

減に繋がる技術開発の状況や、将来目標（台数・シェア）の開示を推奨していたり、SASB5では、同

じく自動車の製造事業者に対して Zero Emission Vehicle の販売台数の開示を推奨していたりするも

のの、今回の調査で明示的にユーザーが評価の対象に含まれていたのは CDP6だけであり、例えば

EV100 に加盟していれば加点評価が得られるようになっている。ただし、その CDP においても、開

示項目の全体としては製造事業者の方を重視した形となっている。 
他方、電気自動車等を“グリーン”として定義する動きは進みつつあり、英国のNGOであるClimate 

Bonds Initiative（CBI）や EU が策定を進めている「サステナブル金融のための分類基準（タクソ

ノミー）」では、電気自動車などのゼロエミッション車はグリーンの基準を満たすとされている。つ

まり、例えば電気自動車の購入に向けて社債を発行する事業者がいた場合、その社債は“グリーン”

の適格性基準を満たすと評価され、グリーンボンドの発行が可能となり、結果的に ESG 投資が集ま

りやすくなる状況にある。ただし、その場合でも、必ずしも当該企業の全体が ESG の観点から優れ

ていると評価されるわけではない。 

                                                   
4 TCFD（Task Force on Climate-related Financial Disclosures）。企業に対して気候変動に関するリ

スク・機会の情報開示を求めており、その推奨開示項目等を定めた TCFD 提言が公表されている。 
5 SASB（Sustainability Accounting Standards Board）。ESG 情報開示に関するスタンダードを作

成・公表している。米国の非営利団体による自主的スタンダードであるものの、SASB はこれらの開

示項目が法廷財務報告に組み入れられることを目指している。 
6 英国に本部を置く NGO。「気候変動」「森林」「水」に関する質問書を企業に送付し、回答内容の開

示や採点を行っている。 
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本節で見てきた通り、電気自動車等の製造事業者はESGの観点から評価される状況にあるものの、

そのユーザーは必ずしも ESG の観点から積極的に評価される形にはなっていないのが実態であろ

う。もちろん、ある事業者が電気自動車等を購入・利用した場合、自動車由来の排出量が小さくなり、

それが企業全体の排出削減に繋がるため、結果的に ESG の観点から評価に繋がる形になっているも

のの、間接的な評価にとどまっているのが現状である。その背景として、現時点では自動車由来の排

出量が相対的に小さく、工場・事業場等からの排出の方が重視されているためだと推測されるが、昨

今の脱炭素／カーボンニュートラルの動きを受け、工場・事業場等からの排出量が小さくなる場合、

自動車由来排出量の削減の重要性が拡大していくことが予想される。または、規制対応として、電気

自動車等の購入が求められるような社会が到来する可能性すら考えられる。そうなれば、今後、電気

自動車等の購入を ESG の観点から直接的に評価するスキームが出てくる可能性も想定され、ユーザ

ーへの訴求力の向上に繋がることが期待される。 
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V．結び 

本調査では、まずは調査対象国における電気自動車およびプラグインハイブリッド自動車の販売

台数の特徴を整理した。その結果、販売台数としては中国が最も多く、シェアとしてはノルウェーが

最も高いことが分かった。 
その後、自動車メーカの電気自動車等に対するスタンスを整理した。世界中で内燃機関自動車の新

車販売禁止が決まっていく中、それと合わせるように 2030 年を目途に販売目標や車種展開を掲げて

いる事業者が多いことが明らかになった。また、目標の前倒しや拡大を行っている事業者もおり、電

気自動車等を普及拡大させていく動きは今後も広がっていくと考えられる。 
次に、電気自動車等の普及拡大に向けて政府が講じている普及施策の情報を整理した。特に 2020

年では、コロナ禍の対応策として補助金を拡大している国もあり（ドイツ、フランス）、そうした国

では電気自動車等シェアが急拡大していることが示されていた。 
その次の章では、電気自動車等の販売台数に影響を及ぼし得る要素の抽出を目的として、一人当た

り GDP、充電器の数・密度、ガソリン代、車両保有コストに着目して情報収集を行った。その結果、

販売台数と最も関係が深いと考えられたのは車両保有コストであった。ノルウェーにおいては電気

自動車等の車両保有コストが既存自動車のコストよりも低くなっており、電気自動車等の導入が進

んだ要因と考えられる。また、中国での売れ筋の車種は車両本体価格が安い車種となっていること

も、車両保有コストが重要な要因であることを裏付けていると考えられる。 
最後に、電気自動車の今後の普及に影響を及ぼし得る項目として、電池の調査、充電方法の調査、

電気自動車等に特有な利用価値の調査、ESG の観点からの調査を実施した。電気自動車等に特有な

価値や ESG の観点からの評価については、必ずしもすぐに電気自動車等の普及拡大に繋がるもので

はなかったが、社会情勢の変化等が生じれば、ユーザーへの訴求力に繋がり得る項目であることが示

された。 
以上、本調査では、我が国における電気自動車等の普及拡大に向けて、各市場の動向や政策の動向

や自動車取得環境の調査を実施した。車両保有コストの低減が重要な要素の一つだと考えられるも

のの、各種の要因を分解して１対１で因果を明らかにするのは難しい。また、例えばノルウェーでは、

今後はバスレーンの走行許可が電気自動車等の普及に影響が大きいという研究結果もあり、金銭的

な補助だけでなく、非金銭的な優遇措置も含めたパッケージとしての政策が重要になってくると考

えられる。各施策を講じた場合の効果は各国の状況に応じて大きく異なるため、今後は、日本版の優

遇措置のパッケージを検討していく必要がある。 
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